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事業番号 事務事業名 障害者福祉用具貸与事業 所管課名 保健福祉課 年度課長名 安道　智秋

令和 3 年度　事後評価・決算 簡易 令和4年11月 作成

杉山　有輝

施策名 障害者(児）福祉の推進 根拠法令等 鏡野町障害児(者)福祉用具貸与事業実施要綱
01344

政策名 こころあたたかい福祉の里づくり 係名 福祉係 担当者・シート作成者

単年度繰返し 障害者総合支援法による住宅改修や日常生活用具は、個々の障害程度に見合ったも
のを支給されるために、給付に限定されている。貸与事業もあるが、現在福祉用具は
含まれていない。住宅改修や日常生活用具を支給されても、進行性の疾患や成長・一
時的な病状憎悪・改善等で短期間で状態が変化するケースや障害等級が認められな
いため支給されないケースも少なくない。介護保険に移行できるケースは1割負担で介
護用品の貸与が利用できるが、介護保険対象外では上限範囲内での給付で補うしか
ない現状がある。

長期間利用できない日常生活用具の支給や必
要以上の住宅改修を減らすことができる。その時
の状態にあった福祉用品が利用でき、身体状況
の変化にもすぐに対応できる。また、介護保険制
度と自己負担額を概ね合わせることで、スムーズ
な移行も期待できる。単年度のみ

１．事務事業の概要

①事業期間 ②今年度の事業内容（具体的な内容、事務概要等を簡潔に記載する） ③開始したきっかけ（いつ頃、どんな経緯で）

イ → イ 身体障害者手帳（下肢・上下肢）保持者数 人

２．事務事業の対象・意図・活動・成果指標

①対象（誰、何を対象にしているのか）　　 ④対象指標

ア 身体障害者手帳保持者 → ア 身体障害者手帳保持者数 人
563 538 530 530

538 515

218 204 200 200

204 193

②意図（対象をどのような状態にしたいのか） ⑤成果指標（意図の達成度）

ウ → ウ

ア 身体機能の維持・悪化防止 → ア 福祉用品貸与件数 件

1 2 2 2

1 1

 100.0% 50.0% 50.0%

イ → イ 住宅改修実施件数

 0.0% 0.0% 0.0%

件

1 1 1 1

0 0

133.3% 100.0%

3 3 4 4

4 4ウ → ウ
日常生活用具給付件数
(ストマ・おむつ以外）

件

③主な活動内容 ⑥活動指標

ア 相談支援専門員への周知 → ア 津山自立支援協議会での周知

 133.3%

 100.0% 100.0% 100.0%

回

2 2 2 2

2 2

    

ウ → ウ

イ → イ

    

３．事務事業の予算・コスト概要

予算科目
会計 款 項 目 予算上の事業名 事業番号

一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費 障害者福祉用具貸与事業 01344

予算
（千円）

前年比
決算

（千円）
前年比

実 績 実 績 見込 見込

国庫支出金 国庫支出金

実績 見込 見込 実 績 実 績 実績

町　債

県支出金

0

県支出金 0

その他特財

0

その他特財 0

町　債

10 65 200 200 55

合計 0 390 187 200 200 55

一般財源 390 187 200 200 一般財源

財源名称

従事正職員人数 1 1 1 1

200 合計(A) 0 10 65 200

34

0

延べ業務事務時間 10 10 10 10 0

0

最終予算額 187 千円 予算執行率 34.7% トータルコスト(A+B) 0 43 99

人件費計(千円)(B) 0 33 34 34

234 234 55

扶助費 187 扶助費 65 千円

支出事業内容 支出事業内容

主　な 主　な

（予　算） （決　算）


